
川崎市若者文化創造発信拠点整備・運営事業に関する協定書（案）

川崎市（以下「甲」という。）、京浜急行電鉄株式会社（以下「乙」という。）及び〇〇(以下「丙」
という。)は、川崎市若者文化創造発信拠点の整備・運営事業(以下「本事業」という。)に関し、以下
のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。

（目的）
本協定は、川崎市若者文化創造発信拠点整備・運営事業公募要領（以下「公募要領」と

いう。）に基づき、丙の提案による施設等の整備・運営の実現を図ることを目的とする。

（建物の表示）
本協定は、次に掲げる建物（以下「本件建物」という。）を対象とする。

(1) 名 称 川崎第 3京急ビル
(2) 所在地 川崎市川崎区駅前本町、21-12
(3) 面 積 1,179.77 ㎡

（建物使用貸借契約の締結）
乙は、甲と令和 4 年 3 月を目途とした本件建物の使用貸借契約（以下「貸借契約」という。）

締結に向け協議を行う。
２ 甲は、公募要領に基づき丙が提案した内容を基に、丙と令和 4 年 3 月を目途とした本件建物の

使用転貸借契約（以下「転貸借契約」という。）締結に向け協議を行う。
３ 貸借契約及び転貸借契約にかかる賃料はそれぞれ無償とする。
４ 本件建物の存する土地および本件建物にかかる公租公課については、甲乙丙協議の上決定する

ものとする。
５ 丙は、やむを得ない事情により提案内容と異なる形で事業を実施する場合は、事前に書面による

甲及び乙の承諾を得なければならない。
６ 丙の提案と異なる内容について、甲、乙または丙が要望した場合、その内容が著しく不合理と認め

られる場合でない限り、甲乙丙は誠実に協議を行い事業内容に反映するよう努めることとする。
７ 甲、乙及び丙は、それぞれ互いに誠実に協議を行ったうえで、貸借契約及び転貸借契約を締結し

がたいと判断したときは、これを締結しないことができる。この場合において、甲、乙及び丙は何らの
責任を負わない。

（建物の権利関係）
貸借契約及び転貸借契約の内容は、次のとおりとする。

(1) 本件建物の貸付期間は令和 7 年 3 月 31 日までとし、丙は、その間、公募要領に基づき丙が
提案した施設として使用しなければならない。ただし、やむを得ない事情により、事前に書面による
甲の承諾を得た場合はこの限りではない。

(2) 丙は、甲または乙に対して、前号の貸付期間の満了時に施設等の買取を請求することはできな
いものとする。



(3) 乙及び丙は、貸借契約及び転貸借契約の権利設定に掛かる費用が生じる場合は、全般を均
等に負担する。

(4) 本事業を実施するにあたり丙が造作した工作物は、完成後速やかに甲に寄付するものとし、本件
建物明渡時に甲は原状回復義務を免除、かつ残置物の所有権を放棄するものとする。

(5) 丙は、本協定及び転貸借契約に基づく権利を第三者に譲渡し、又は処分をしてはならない。た
だし、やむを得ない事情により、事前に書面による甲及び乙の承諾を得た場合はこの限りではない。

（協力体制）
本事業の実施にあたっては、甲乙丙が相互に協力するとともに、本協定の解釈に疑義が生じた

とき又は定めのない事項については、甲乙丙が協議の上、定めるものとする。
２ 丙は、転貸借契約の締結前であっても、甲及び乙の承諾がある場合に限り、本事業に関して必要

な準備行為（事前調査・設計等）を行うことができるものとし、乙は必要かつ可能な範囲で丙に
対して協力するものとする。

３ 前項の準備行為に必要な経費及び当該準備行為により生じた一切の損害は、すべて丙の負担と
する。

４ 甲は、本事業の状況について、必要に応じて丙に報告を求めることができる。

（補助金）
甲は丙に対して、予算の範囲内で、令和 4 年度は施設整備費及び運営費の一部を対象に、

令和 5 年度及び 6 年度は運営費の一部を対象に補助するものとする。ただし、当該年度の予算
にかかる川崎市議会の議決を停止条件とする。

（有効期間）
本協定の有効期間は、本協定締結の日から貸借契約及び転貸借契約の有効期間終了まで

とする。

甲、乙及び丙は、この本協定の締結を証するため、本書を３通作成し、それぞれ記名押印の上、各
１通を保有する。

令和○年○月○日

甲 川崎市川崎区宮本町 1番地
川崎市長 福田 紀彦

乙 横浜市西区高島 1丁目 2番 8号
京浜急行電鉄株式会社 取締役社長 原田 一之

丙 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇


